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１．経緯等 

建築基準法令等においては、建築物に係る安全確

保のための技術基準が定められているが、これら建

築関連の技術基準については、調査研究や技術開発

の進展、災害の教訓等を踏まえ、適宜見直していく

必要がある。 

このため、国総研における研究や建築基準整備促

進事業（国土交通省住宅局補助事業：国が建築基準

の整備に関する調査課題を設定し、公募により選定

された事業主体に調査費を補助する事業）の成果等

を踏まえた基準化を進める体制として、建築構造基

準委員会（委員長 久保哲夫 東京大学名誉教授、

平成23年度～）及び建築防火基準委員会（委員長 辻

本誠 東京理科大学教授、平成24年度～）を国総研

内に設置し、外部専門家の意見も踏まえながら技術

基準原案を作成する体制を構築している。 

また、技術基準の高度化・合理化に向けて、関係

団体と連携して「コンタクトポイント」を設置し、

広く民間等からの基準の整備・見直しの提案に対応

している。 

２．建築構造基準委員会・建築防火基準委員会 

建築構造基準委員会では、東日本大震災の教訓等

を踏まえ、これまでに津波避難ビル等の構造基準、

天井脱落対策に係る技術基準等の原案作成を行って

きたところであり、平成26年度は、長周期地震動対

策等について検討を行った。 

建築防火基準委員会では、平成23年度～平成25年

度に実施されてきた木造３階建て学校の実大火災実

験の成果等を踏まえ、木造建築物に係る防火基準の

見直し等を検討してきたところであり、平成26年6

月には建築基準法の関連改正が行われた。平成26年

度は、平成27年6月の改正法施行に向けた下記の基準

（政令・告示）の原案について検討を行った。 

① 延べ面積が3,000㎡を超える大規模な木造建

築物に関する基準（法第21条第2項） 

② 木造３階建ての学校等に関する基準 

３．コンタクトポイント 

 コンタクトポイントは、建築基準法令（単体規定）

等に基づく技術基準の見直しや新たな基準の整備に

ついて民間事業者等からの提案を受け付ける窓口※

であり、受理された提案については、（独）建築研

究所の協力を得ながら、国総研において技術的な見

地から検討を行うものである（図）。平成26年度は、

ETFEフィルムの指定建築材料としての位置づけ、耐

火構造認定における適用鋼材拡大など9件の提案に

ついて検討結果を回答した（平成27年1月末現在）。 

※（一財）建築行政情報センターのホームページ上

に開設 http://www.icba.or.jp/cp/cp_top.html 

４．今後の予定 

 社会資本整備審議会の動向等も踏まえつつ、引き

続き、調査研究や技術開発の進展等に応じた技術基

準の整備・見直しについて検討していく予定である。 
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図 建築関連技術基準の検討体制 

（参照HP：一般財団法人建築行政情報センター 
      http://www.icba.or.jp/cp/cp_top.html） 
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１．はじめに 

スマートフォンの普及により、調査参加者の同意

のもとで、スマホアプリを利用した交通行動調査（以

下「スマホ型調査」という。）が手軽に実施でき、

移動履歴情報を効率的に取得できるようになってき

ている。データ利活用段階では、移動手段別に交通

行動を分析する必要があるため、移動履歴情報から

移動手段を判別する手法を開発する。 

２．移動手段判別手法の概要 

スマホ型調査で自動取得が可能な移動履歴情報

（GPS等のセンサ情報）のうち、経緯度と加速度を利

用した移動手段判別手法を紹介する。 

まず、移動中の経緯度と加速度のデータを10秒ご

とのユニットに分割する。各ユニットの加速度波形

の特徴に着目し、徒歩と自転車を判別する。図1のよ

うに、振幅が大きく、周期的な波形の場合は徒歩と

判別する（歩数計の仕組み）。徒歩とは判別されな

かったものの、比較的大きく高頻度の揺れが検知さ

れている場合は自転車と判別する。 

次に、徒歩または自転車とは判別されなかった連

続するユニットを統合し、移動経路の特徴に着目す

る。右左折の度合い、バス路線網・鉄道路線網との

整合性によりバス、鉄道を判別する（バスと判別さ

れる移動の例は図2のとおり）。バスあるいは鉄道と

判別されなかったものは、自動車と判別する。 

３．つくば市でのスマホ型調査結果を用いた検証 

2013年11月につくば市、筑波大学と協働で実施し

たスマホ型調査結果（つくば市内在住・在勤・在学

者の約1,400人日分の移動履歴）のデータに、本手法

を適用する。その結果、表に示すように、参加者が

自ら記録した移動手段に対する移動手段判別結果の

的中率は全体で約8割となっている。

４．おわりに 

移動手段判別手法を開発し、その有用性が確認で

きた。移動手段を自動的に判別できれば、スマホ型

調査の参加者による移動手段の記録が不要になり、

調査の大規模化や高頻度化に資する。今後は、実務

展開にむけて、移動手段判別手法の適用によるスマ

ホ型調査の高度化に関する研究を進める。 

 

図1 徒歩の加速度波形 

 

図2 バスと判別される移動の例 

表 移動手段判別の的中率 

徒歩 自転車 自動車 バス 鉄道 合計

徒歩 87.4 4.2 3.9 2.1 2.4 100.0

自転車 10.1 76.1 11.7 1.9 0.2 100.0

自動車 3.5 1.0 82.8 12.4 0.4 100.0

バス 7.4 1.3 34.3 55.7 1.4 100.0

鉄道 7.7 0.1 10.9 2.9 78.4 100.0

比率（％）
移動手段の判別結果

参加者の
回答
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